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連 結 注 記 表
　

Ⅰ (連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 32社

主要な連結子会社の名称：

㈱光波 田村香港㈲

タムラ・ヨーロッパ・リミテッド

なお、当連結会計年度において㈱タムラ流通センターは当社に吸収合併されたため、連結の範囲から除外

しております。また、タムラ化研（英国）㈱は清算したため、連結の範囲から除外しております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称：INDUSUL INDUSTRIA DE TRANSFORMADORES LTDA.

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の

範囲から除いております。

2. 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用非連結子会社 なし

(2) 持分法適用関連会社の数及び主要な関連会社の名称

持分法適用関連会社の数 2社

主要な関連会社の名称：

TAMURA ELCOMPONICS TECHNOLOGIES PVT. LTD.

合肥博微田村電気㈲

(3) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称等

持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称：INDUSUL INDUSTRIA DE

TRANSFORMADORES LTDA.

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、いずれも当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等か

らみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性

がないため、持分法の適用から除いております。

(4) TAMURA ELCOMPONICS TECHNOLOGIES PVT. LTD.及び合肥博微田村電気㈲は、12月31日現在の計算書類を使

用しております。
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3. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま

す。

時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

② デリバティブ取引 時価法を採用しております。

③ たな卸資産

製品及び仕掛品

電子部品、電子化学

及び情報機器関連事業

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

実装装置関連事業 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用しております。

商品及び原材料 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

貯蔵品 主として最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法

① 有形固定資産

（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。

ただし、当社及び国内連結子会社において、1998年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま

す。

また、在外連結子会社は定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 2年～54年

機械装置及び運搬具 2年～20年

工具、器具及び備品 1年～20年

② 無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
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③ リース資産

(a) 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用して

おります。

(b) 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。

なお、IFRS適用子会社については、第97期よりIFRS第16号「リース」

（以下、IFRS第16号）を適用しております。IFRS第16号により、リー

スの借手については、原則としてすべてのリースを連結貸借対照表に

資産及び負債として計上しており、資産に計上された使用権資産の減

価償却方法は定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 当社及び国内連結子会社は、従業員に対する賞与の支出に備えて、当

連結会計年度における賞与支給見込額に基づき計上しております。

③ 役員賞与引当金 当社及び国内連結子会社は、役員賞与の支出に備えて、当連結会計年

度における支給見込額に基づき計上しております。

④ 移転損失引当金 連結子会社の事業所の移転等に伴う損失に備えて、不動産賃貸契約の

解約不能期間において発生すると見込まれる損失額を計上しておりま

す。

(4) その他連結計算書類作成のための重要な事項

① 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社32社のうち、海外連結子会社29社の決算日は12月31日であります。

連結計算書類の作成に当たっては、上記連結子会社については、決算日現在の計算書類を使用しており

ますが、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。

② 退職給付に係る会計処理の方法

(a) 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、期間定額基準によっております。
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(b) 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（主として12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理しております。

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）

による定額法により費用処理しております。

③ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期首から累計した期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調

整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。

④ 重要なヘッジ会計の方法

(a) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

また、振当処理の要件を満たす為替予約等については振当処理を採用し、特例処理の要件を満たす金

利スワップについては特例処理を採用しております。

(b) ヘッジ手段とヘッジ対象

ア． ヘッジ手段

デリバティブ取引（為替予約等及び金利スワップ取引）

イ． ヘッジ対象

外貨建債権、外貨建債務、外貨建予定取引及び借入金利息

(c) ヘッジ方針

為替相場変動リスクの回避及び利息の固定化

(d) ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して判定しております。

⑤ のれんの償却方法及び償却期間

10年間の均等償却を行っております。

⑥ 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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Ⅱ（表示方法の変更）

・「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結会計年度から

適用し、連結注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

Ⅲ（会計上の見積りに関する注記）

会計上の見積りは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。当連

結会計年度の連結計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌連結会計年度の連結計算書類

に重要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりであります。

・ 繰延税金資産の回収可能性

1. 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産（純額） 293百万円

2. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

(1) 算出方法

当社グループは、繰延税金資産について定期的に回収可能性を検討し、当該資産の回収が不確実と考えら

れる部分に対して評価性引当額を計上しています。回収可能性の判断においては、将来の課税所得見込額と

実行可能なタックス・プランニングを考慮して、将来の税金負担額を軽減する効果を有すると考えられる範

囲で繰延税金資産を計上しております。

当連結会計年度末における将来の課税所得見込額は、取締役会により承認された2022年３月期経営計画の

基礎となる数値を用い、以降の期間を見積もる場合については同水準が維持されるものとして見積もってお

ります。

(2) 主要な仮定

将来の課税所得見込額の算出に用いた主要な仮定については、事業別売上高及びその原価率であります。

事業別売上高は、期末日時点の受注残高及び顧客に対するヒアリングを基に立てたフォーキャストに基づき

見積もっております。また、原価率は、当連結会計年度の水準をベースに、銅をはじめとする素材価格変

動・為替相場の動向を考慮して見積もっております。

また、2022年３月期経営計画は、新型コロナウイルス感染症の影響が、2021年３月期の後半と同等の水準

で年間を通じて継続するものと仮定して作成しております。2021年３月期の期初はあらゆる市場分野が急激

に減速しましたが、期の後半では、当社グループに関わるエレクトロニクス市場は、感染拡大防止と事業継

続の両立をしながら、求められる製品やサービスの提供を行うことにより、回復基調で推移してまいりまし

た。今後も、感染再拡大に対する規制と緩和が繰り返され、新型コロナウイルス感染症の収束と全面的な市

場回復には時間を要すると予想されますが、2021年３月期の後半に準じた事業活動は継続できるものと想定

しております。
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(3) 翌年度の連結計算書類に与える影響

主要な仮定である事業別売上高及びその原価率は、見積りの不確実性が高く、実際の受注額がフォーキャ

ストと乖離、素材価格の想定以上の高騰などに伴い、課税所得の見積額が変動することにより、繰延税金資

産の回収可能性の判断に重要な影響を与えるリスクがあります。これにより、繰延税金資産の取り崩しが発

生する可能性があります。

Ⅳ（連結貸借対照表に関する注記）

1. 有形固定資産の減価償却累計額 32,219百万円

2. 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入等に対し、債務保証を行っております。

被 保 証 者 保 証 額

アースタムラエレクトロニック（ミャンマー）㈱
78百万円

(700千US$)

㈱ノベルクリスタルテクノロジー 12百万円

計 90百万円

Ⅴ（連結損益計算書に関する注記）

・補助金収入

当社の国内連結子会社である㈱若柳タムラ製作所の工場増設に伴う投資奨励金375百万円を補助金収入とし

て特別利益に計上しております。

Ⅵ（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項
（単位：株)

当連結会計年度期首
株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

発行済株式

普通株式 82,771,473 ― ― 82,771,473
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2. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

① 2020年６月25日開催の第97期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 410百万円

・１株当たり配当額 5円

・基準日 2020年３月31日

・効力発生日 2020年６月26日

② 2020年11月５日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 246百万円

・１株当たり配当額 3円

・基準日 2020年９月30日

・効力発生日 2020年12月１日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2021年６月25日開催予定の第98期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 410百万円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 5円

・基準日 2021年３月31日

・効力発生日 2021年６月28日

3. 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

目的となる株式の種類 目的となる株式の数

2005年６月29日
定時株主総会決議
第２回新株予約権

普通株式 12,000株

2006年６月29日
定時株主総会決議
第３回新株予約権

普通株式 11,000株

2007年６月28日
定時株主総会決議
第４回新株予約権

普通株式 13,000株

2008年６月27日
定時株主総会決議
第５回新株予約権

普通株式 20,000株

2009年６月26日
定時株主総会決議
第６回新株予約権

普通株式 45,000株

2010年６月29日
定時株主総会決議
第７回新株予約権

普通株式 34,000株
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2011年６月29日
定時株主総会決議
第８回新株予約権

普通株式 38,000株

2012年６月28日
定時株主総会決議
第９回新株予約権

普通株式 48,000株

2013年６月27日
定時株主総会決議
第10回新株予約権

普通株式 59,000株

2014年６月26日
定時株主総会決議
第11回新株予約権

普通株式 39,000株

2015年６月26日
定時株主総会決議
第12回新株予約権

普通株式 26,000株

2016年６月28日
定時株主総会決議
第13回新株予約権

普通株式 38,000株

2017年６月28日
定時株主総会決議
第14回新株予約権

普通株式 28,000株

2018年６月27日
定時株主総会決議
第15回新株予約権

普通株式 31,100株

2019年６月26日
定時株主総会決議
第16回新株予約権

普通株式 35,200株

2020年６月25日
定時株主総会決議
第17回新株予約権

普通株式 36,400株

合 計 513,700株

Ⅶ（金融商品に関する注記）

1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余

資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、主として中長期的な運転資金・設備投資資金を銀行借入によ

り調達しております。

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、与信管理規程に従い財務

状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財

務状況等を把握しております。また、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しており

ます。
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借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に運転資金・設備投資資金の調達を目的とし

たものであり、大部分の長期借入金は変動金利であるため金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバテ

ィブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。なお、デリバティブ取引につきましては、取

引の目的・内容・取引相手・保有リスト及び損失の限度額・リスク額の報告体制等、取締役会にて定めた社内

規程があり、これに基づいて取引及びリスク管理の運営を行っております。

2. 金融商品の時価等に関する事項

2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。
(単位：百万円)

連結貸借対照表
計上額（*1）

時価（*1） 差額

(1）現金及び預金 17,598 17,598 ―

(2）受取手形及び売掛金 19,084 19,084 ―

(3）投資有価証券 1,564 1,564 ―

(4）支払手形及び買掛金 (11,923) (11,923) ―

(5）短期借入金 (5,879) (5,879)

(6）１年内返済予定の長期借入金 (3,903) (3,906) (2)

(7）未払法人税等 (455) (455) ―

(8）長期借入金 (9,804) (9,924) (120)

(9）リース債務 (2,932) (3,043) (110)

(10）デリバティブ取引（*2）

① ヘッジ会計が適用されていないもの (118) (118) ―

② ヘッジ会計が適用されているもの (1) (1) ―

(*1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
(*2）デリバティブ取引によって生じた正味の債券・債務は純額で表示しております。

(注) 1. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

(3) 投資有価証券

時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価格によって

おります。
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(4) 支払手形及び買掛金、(5) 短期借入金、(7)未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

(6) １年内返済予定の長期借入金、(8) 長期借入金

時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算

定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされてお

り、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用され

る合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。

(9) リース債務

時価については、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引

いて算定する方法によっております。

(10) デリバティブ取引

時価については、取引金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて

いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記(6)及び(8)参照）。

2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 2,573

市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3）投資有価証券」に

は含めておりません。

　

Ⅷ（賃貸等不動産に関する注記）

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

　

Ⅸ（１株当たり情報に関する注記）

1. １株当たり純資産額 583円09銭

2. １株当たり当期純利益 6円61銭
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個 別 注 記 表
　

Ⅰ（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

② その他有価証券

(a) 時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま

す。

(b) 時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

(2) デリバティブ取引 時価法を採用しております。

(3) たな卸資産

① 製品及び仕掛品 電子部品、電子化学及び情報機器関連事業

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

実装装置関連事業

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

② 商品及び原材料 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

③ 貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

(リース資産を除く)

定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並

びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 3年～54年

構築物 6年～45年

機械装置 4年～17年

車両運搬具 4年～7年

工具、器具及び備品 2年～20年

― 11 ―

2021年05月27日 18時32分 $FOLDER; 12ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



(2) 無形固定資産

(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

(3) リース資産

① 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用して

おります。

② 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金 従業員に対する賞与の支出に備えて、当事業年度における賞与支給見

込額に基づき計上しております。

(3) 役員賞与引当金 役員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。

(4) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。

ａ 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの

期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。

ｂ 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として12年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しておりま

す。

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（12年）による定額法により費用処理しており

ます。
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4. ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

また、振当処理の要件を満たす為替予約等については振当処理を採用し、特例処理の要件を満たす金利

スワップについては特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

① ヘッジ手段

デリバティブ取引（為替予約等及び金利スワップ取引）

② ヘッジ対象

外貨建債権、外貨建債務、外貨建予定取引及び借入金利息

(3) ヘッジ方針

為替相場変動リスクの回避及び利息の固定化

(4) ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して判定しております。

5. その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

Ⅱ（表示方法の変更）

・「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度から適用

し、個別注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

・損益計算書

前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めておりました「補助金収入」（前事業年度2百万円）

については、重要性が高まったため、当事業年度においては区分掲記しております

Ⅲ（会計上の見積りに関する注記）

会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。当事業年

度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼす

リスクがある項目は以下のとおりであります。

・繰延税金資産の回収可能性

1. 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産（純額） 150百万円

2. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結計算書類の連結注記表「会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略

しております。
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Ⅳ (貸借対照表に関する注記）

1. 有形固定資産の減価償却累計額 18,436百万円

2. 保証債務

関係会社の銀行借入金等に対する保証額は次のとおりであります。

被 保 証 者 保 証 額

タムラ電子（マレーシア）㈱
0百万円

(20千M$)

田村香港㈲

2,506百万円

(1,188百万円)

(11,800千US$)

タムラ・ヨーロッパ・リミテッド

1,608百万円

(277千STG￡)

(11,923千EUR)

タムラ・コーポレーション・オブ・アメリカ
709百万円

(6,350千US$)

イーエスイー・インダストリーズ（タイ）㈱

767百万円

（注）(5,190US$)

(51,800THB)

田村電子（恵州）㈲
334百万円

(19,500千RMB)

田村電子（深圳）㈲
647百万円

(5,800千US$)

田村（中国）企業管理㈲
968百万円

(56,500千RMB)

アースタムラエレクトロニック（ミャンマー）㈱
78百万円

(700千US$)

田村汽車電子(佛山)㈲

459百万円

(450百万円)

(566千RMB)

田村電子（蘇州）㈲
845百万円

(7,564千US$)

㈱若柳タムラ製作所 400百万円

㈱ノベルクリスタルテクノロジー 12百万円

計 9,338百万円

（注）銀行借入金及び同借入金に関するデリバティブ取引について、債務保証を行っています。
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3. 関係会社に対する金銭債権

短期金銭債権 5,100百万円

長期金銭債権 38百万円

4. 関係会社に対する金銭債務

短期金銭債務 3,939百万円

Ⅴ (損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

売上高 9,875百万円

仕入高 14,473百万円

営業取引以外の取引による取引高の総額 1,117百万円

Ⅵ (株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の種類及び株式数に関する事項
（単位：株)

当事業年度期首
株 式 数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株 式 数

普通株式 680,722 669 34,835 646,556
646

（注１）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取請求による増加669株であります。

（注２）普通株式の自己株式の株式数の減少34,835株は、新株予約権方式によるストック・オプションの権利

行使による減少34,800株及び単元未満株式の買増請求による減少35株であります。
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Ⅶ (税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

棚卸資産評価損 17百万円

未払賞与限度超過額 265百万円

減価償却費限度超過額 4百万円

貸倒引当金繰入超過額 7百万円

退職給付引当金繰入超過額 869百万円

投資有価証券評価損否認 62百万円

関係会社株式評価損否認 1,686百万円

ゴルフ会員権評価損否認 39百万円

繰越欠損金 747百万円

その他 985百万円

繰延税金資産 小計 4,685百万円

繰越欠損金に係る評価性引当額 △678百万円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △3,580百万円

評価性引当額 小計 △4,259百万円

繰延税金資産 合計 425百万円

（繰延税金負債）

前払年金費用 209百万円

その他有価証券評価差額金 65百万円

繰延税金負債 合計 275百万円

繰延税金資産の純額 150百万円
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Ⅷ(関連当事者との取引に関する注記）

子会社及び関連会社等
（単位：百万円)

属性 会社等の名称
議決権等
の所有割合

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
（注10）

科 目
期末残高
（注６）

子会社 田村香港㈲
所有
直接100％

製品の購入 製品の購入(注１) 6,725 買掛金 2,059

債務保証 債務保証(注２) 2,506 ― ―

子会社
タムラ・コーポレーシ
ョン・オブ・アメリカ

所有
直接100％

債務保証 債務保証(注３) 709 ― ―

子会社
タムラ・ヨーロッパ・
リミテッド

所有
直接100％

債務保証 債務保証(注４) 1,608 ― ―

子会社 田村電子（深圳）㈲
所有
間接100％

債務保証 債務保証(注５) 647 ― ―

子会社
田村（中国）企業管理
㈲

所有
間接100％

製品の購入 製品の購入(注１) 2,274 買掛金 878

債務保証 債務保証(注６) 968 ― ―

子会社
イーエスイー・インダ
ストリーズ（タイ）㈱

所有
間接100％

債務保証 債務保証(注７) 767 ― ―

子会社 田村電子（蘇州）㈲
所有
間接100％

債務保証 債務保証(注８) 845 ― ―

子会社 Op-Seed Co.,(BD)Ltd.
所有
間接100％

資金の援助 資金の貸付(注９) 576 短期貸付金 1,173

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注１）価格その他の取引条件は市場実勢を勘案して、価格交渉の上決定しております。

(注２）田村香港㈲の銀行借入につき、債務保証を行ったものであります。保証料は受領しておりません。

(注３）タムラ・コーポレーション・オブ・アメリカの銀行借入につき、債務保証を行ったものであります。

保証料は受領しておりません。

(注４）タムラ・ヨーロッパ・リミテッドの銀行借入につき、債務保証を行ったものであります。保証料は受

領しておりません。

(注５）田村電子（深圳）㈲の銀行借入につき、債務保証を行ったものであります。保証料は受領しておりま

せん。

(注６）田村（中国）企業管理㈲の銀行借入につき、債務保証を行ったものであります。保証料は受領してお

りません。

(注７）イーエスイー・インダストリーズ（タイ）㈱の銀行借入につき、債務保証を行ったものであります。

保証料は受領しておりません。

(注８）田村電子（蘇州）㈲の銀行借入につき、債務保証を行ったものであります。保証料は受領しておりま

せん。
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(注９）Op-Seed Co.,(BD)Ltd.に対する資金の貸付は、市場金利を勘案して決定しており、返済条件は１年、

期限一括返済としております。担保は受け入れておりません。

(注10）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

Ⅸ (１株当たり情報に関する注記）

1. １株当たり純資産額 463円57銭

2. １株当たり当期純利益 2円59銭
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〈メ モ 欄〉
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